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   The number of advance relocation cases is increasing year by year in some areas where the huge tsunami damage 

caused by the Nankai Trough Earthquake is anticipated in the future. However, it is very difficult to realize it because 

of raising relocation costs, securing land, and consensus building among residents. Focusing on Rikuzentakata City, 

which affected by the 2011 Great East Japan Earthquake, this paper estimates the cost for advance relocation of housing 

and public facilities by two scenarios based on the actual reconstruction projects in the city. As a result, it clarified that 

the total cost can be reduced to less than half compared to the 2011 Great East Japan Earthquake. 

Keywords : 2011 Great East Japan Earthquake, Rikuzentakata City, pre-disaster recovery planning, relocation to 

higher ground, land readjustment project, tsunami damage estimation 

１．はじめに 

(1) 研究の背景

多大な人的被害と物的被害をもたらした東日本大震災

が発生してから 10 年が経過した．東日本大震災は，東北

から関東地方に至ったという被害の広域性，沿岸自治体

の市街地が甚大な被害を受けたという破壊性，そして被

災地の復興の長期性において，20 世紀以降類を見ない津

波災害であった．それを踏まえ，被害が甚大であった岩

手県，宮城県の沿岸自治体では，中心市街地の立地の議

論が繰り広げられ，街の再建も現地再建や高台移転など

多岐にわたった． 

近年，南海トラフ地震の発生が懸念されており，その

津波による被害が見込まれている地域では，事前の移転

を検討した自治体もある．しかし，その実施には様々な

課題があり，事前移転の難しさが窺われる（詳しくは 3

章で後述する）． 

(2) 既往研究と本研究の位置づけ

陸前高田市を対象地とした研究は，住民主体の研究が

多く，津波伝承や津波碑に対する認識・分析したもの例え

ば 1)と，個人による住宅再建に着目したもの例えば 2)に大別

できる．また，事前復興に関する研究は，南海トラフ地

震による甚大な津波被害が予想される地域を対象地とし

て，津波による浸水被害を低減することを目的に被災前

に実施する対策を取り上げ，各自治体の取組実態と課題

を整理したもの 3)，予想浸水区域を高台に移転させる面

積設定とその移転に関わる移転費用の見積もりを行い，

震災前都市移転の可能性を検討したもの 4)などがある． 

現在東日本大震災の復興の終わりが見え，各自治体の

復興事業の全貌を把握できるようになってきている．そ

こで東日本大震災の被災地をもとに事前移転をしていた

場合を仮定し，実際の復興事業や建物被害量と比較する

ような研究は可能ではないかと考えた．そしてそのよう

な研究は見当たらない． 

(3) 研究の目的

南海トラフ地震による津波被害が予想される地域の事

例から事前移転事業を実施することの課題を整理すると

ともに，東日本大震災で甚大な津波被害を受け，大規模

な嵩上げ・高台移転を実施した陸前高田市の高田・今泉

地区に着目し，実際の移転事業に基づき事前に高台移転

が実施された場合の建物被害量と総費用を算出すること

により，事前高台移転の被害軽減効果を明らかにするこ

とを目的とする． 

２．研究の方法 

 まず文献調査によって，南海トラフ地震による津波浸

水域に含まれる自治体の事前高台移転の取組と課題の整

理を行う（第3章）．次に文献調査によって，実際に陸前

高田市で行われた復興事業を項目別に整理する．そして，

本研究の対象地区である高田・今泉地区の事前移転シナ

リオと関連する項目を把握する（第4章）．その上で事前

移転のシナリオを設定，そのシナリオに係る費用を試算

し，実際の復興事業費用・建物被害量と比較することで

事前高台移転の被害軽減効果を考察する（第5章）．

３．事前移転の取り組みとその課題の整理 

(1) 津波避難対策特別強化地域 139市町村の意向調査 5)

朝日新聞は，2015 年に関西学院大学災害復興制度研究

所との共同調査 6)に続き，2020年 12月に津波対策特別強

化地域となっている千葉から鹿児島までの 14都県 139市

町村を対象にアンケート調査を実施した 5)． 

これによると，2015 年調査時には 43 市町村（30.9%）

（129 施設）が移転を実施・計画していたが，2020 年時

点では 62市町村（44.6%）（191施設）に増えている．施

設別では消防施設が 73 から 86 に，小・中学校が 8 から

22に，自治体庁舎が 13から 26へと増加している． 

(2) 事前移転を実施する上での課題

朝日新聞調査 15)では，移転を実施しない 77市町村に対

してその理由も聞いており，以下の回答が挙がっている． 
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・移転が必要な施設がない（23 市町村）

・費用が十分確保できない（17 市町村）

・移転先に適した土地がない（11市町村）

・住民の理解が得られない（2市町村）

また沼野 7)も 2016年に津波避難対策特別強化地域 139市

町村に対して調査を実施しており，移転を実施しない理

由として以下の回答を得ている（複数回答）．

・市町村の財政負担が大きすぎる（72％）

・住民の意思がまとまるとは思えない（63％）

そして，和歌山県串本町と高知県黒潮町が集団移転事業

を見送ったことにも触れ，「住民の意思統一の難しさ」

と「大きな財政負担」が移転を進めていくうえでの重要

な要素であることを述べている．

まず事前移転を実施する上での課題として，「住民の

意思統一の難しさ」が考えられる．仮にその課題が解消

されたとしても，実際にかかる「大きな財政負担」の課

題もある．こうした課題の背景には，具体的な費用や要

する時間に伴う軽減効果が具体的に見えないことも考え

られる．こうした問題を解消する一助となるために，次

章以降では事前移転のシナリオを設定し，その効果を定

量的に分析していく． 

４．陸前高田市における復興事業の整理 

陸前高田市における事前高台移転のシナリオを作成す

るうえで，2011年3月の震災以降どのような復興事業が進

められたのかを把握することが不可欠である．本章では

それら復興事業を項目別に整理し，対象地区である高

田・今泉地区の事前移転シナリオと関連する項目を費用

および期間を考慮して把握する． 

陸前高田市震災復興実施計画 8)に記載されている復興

事業をハード事業とソフト事業に分類した後，以下の 3

つに分類した． 

・陸前高田市の中で市街地として分類される高田・今泉

地区（以下，対象地区）にのみ関わる

・地区を特定できないあるいは陸前高田市全域に関わる

・対象地区以外に関わる

表 1 にこうして分類した復興事業の数，費用，および

事業費割合を示す．ハード，ソフトそれぞれの事業費用

を見ると，ハード事業が全体の 94.7%を占めているのに

対し，ソフト事業が 5.4%とハード事業と比べて著しく少

ない．また対象地区のハード事業費は全体の 64.5%と大

きな割合を占めており，これは大規模な嵩上げと高台移

転が行われたことに起因していると考えられる． 

 次に対象地区にのみ関わるハード事業について，地理

情報システムを用いて事業区域の把握を行った．その結

果を図 1 に示す．ここには事業ごとの区域，嵩上げ地，

造成地などが示されている．こうした復興事業の具体的

なデータに基づき，事前高台移転のシナリオを設定する． 

表 1 分類した復興事業数と費用（割合） 

事業区分 
区分 

内訳 

対象 

地区 

地区不特定 

または全域 

対象 

地区外 
計 

ハード

事業

全体に占め

る事業費割

合 

64.5% 12.0% 18.1% 94.7% 

事業費 

(百万円) 
262,551 48,776 73,750 385,077 

事業数 30 30 19 79 

ソフト

事業

全体に占め

る事業費割

合 

0.1% 4.9% 0.4% 5.4% 

事業費 

(百万円) 
435 19,800 1,564 21,799 

事業数 4 64 20 88 

図 1 対象地区の復興事業区域の把握 

５．事前高台移転のシナリオの検討 

(1) 事前高台移転のシナリオの区分

事前高台移転を行うための方法（シナリオ）を，「行

政主導か住民主導か」「一括的か段階的か」の二軸で設

定した．「行政主導か住民主導か」は武田・津田 4）によ

る住民の移転志向の違いを受けた軸であり，「一括的か

段階的か」は時間的概念の有無による軸でもある． 

シナリオ作成の考え方を図 2 を用いて説明する．まず

縦軸は「行政主導か住民主導か」であるが，「行政主導」

の場合は防災集団移転促進事業などにより住民が集団で

移転するという設定である．その場合，個々の住民によ

る意向は盛り込まれない．また，シナリオを設定する際

に重要なのは最終的に移転にどの程度の費用がかかるの

か，どの程度の年月がかかりそうか，というものであり，

それぞれ量の問題と時間の問題という見方ができる．そ

れを示すのが横軸の「一括的か段階的か」である． 

 量と時間を一挙に見積もるのは困難であるため，まず

は一挙に事業を遂行した場合，すなわち実際には長期に

わたる段階的な時間の概念を無視し，量に焦点を当て集

団移転をするとしたのがシナリオ A である．まずはこの

シナリオに沿って，総量としての事業を見積もる．

次にシナリオ A に時間的概念を追加し，より現実的

（段階的）に時間をかけて事業が遂行されていくものを

シナリオ Bとする．

最後に考えられるのがシナリオ C である．これは個々

の住民（世帯）の意向によって個別に移転していくもの

であり，「個別移住（住民主導）」の可能性の方が高い

とされる武田・津田 4）による調査結果などからより現実

的なシナリオとなる．ただし，このシナリオは個々の動

向を盛り込んだマルチエージェント・シミュレーション

などの手法が必要となるため，ここでは扱わず，その前

段階として本研究ではシナリオ A とシナリオ B に焦点を

当てることにする． 
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 また東日本大震災後には土地区画整理事業による嵩上

げが実施されたが，第 3 章で示したような巨大災害を受

けていない地域での嵩上げをともなう移転は事前高台移

転では一般的でないため，本研究のシナリオでも嵩上げ

を考慮しないものとする． 

図 2 事前高台移転のためのシナリオ区分 

(2) 事前高台移転シナリオにおける費用

ここでは事前高台移転シナリオにおける費用の考え方

について述べる．本研究では事前移転をしたうえで，東

日本大震災と同程度の被害を受けた場合の被害額も考慮

している．そこで，シナリオにおける総費用を移転事業

費用 4），建物被害額，災害廃棄物処理事業費用の合計と

した．移転事業費用については武田・津田 4）の考え方を

踏襲しつつ，可能な範囲で実状に合ったデータを用いる

よう努めた．建物被害額と災害廃棄物処理事業費用は，

事前移転を実施した後に東日本大震災が発生した場合の

建物被害量を表す指標とした．総費用算出の考え方をま

とめると以下のようになる． 

(3) 一括的な事前高台移転（シナリオ A）の検討

シナリオ A では，行政主導の一括的な事前高台移転を

検討する．ここでは段階的に移転するための長期的な時

間の概念を入れず，事業の量的な部分を見積もることに

なる．図 3から図 6にその過程を示す． 

 まず震災前の陸前高田市のゼンリン住宅地図 20)を参照

し，地理情報システムを用いて震災前の津波ハザードマ

ップ（2006 年公表）21)とその浸水域に含まれる建物棟数

（住宅，公共施設，商業施設）を把握した（図 3）．次

に対象地区の高台造成とインフラ整備が完了した様子を

図 4 に示す．これはすなわち移転先の環境が整ったこと

を意味し，ここでの費用はインフラ整備費と斜面地の宅

地造成費が該当する．図 5 は移転先で建物の建設が完了

した様子を示している．ここで要する費用は建物の建設

費である．最後に図 6 では，移転元地に残っている住宅

と公共施設の解体が完了した様子を示している．浸水域

に残されている建物はこのシナリオにおいて移転対象と

していない商業施設等である．ここで対象となる費用は

移住跡地解体費となる． 

 本シナリオで参照した東日本大震災復興事業 8)の一覧

を表 2に示す．またこれらの事業費を含むシナリオ A に

より算出された事前高台移転の被害軽減効果を表 3に示

す．これは，事前高台移転を実施した後に東日本大震災

と同程度の津波が襲った場合の被災世帯数と各種費用を

比較したものである． 

 シナリオ A では，津波ハザードマップ（2006 年）21)浸

水域内の世帯を移転させているが，東日本大震災の津波

ではより広い範囲で浸水したため，移転していなかった

700世帯が被災する結果となったものの，被災世帯数と

各費用は概ね 1/3程度に軽減されることがわかった． 

表 2 シナリオで参照した東日本大震災復興事業一覧 8) 

表 3 シナリオ Aによる事前高台移転の被害軽減効果 
項目 東日本大震災 シナリオ A 増減 

被災世帯数 2,0796) 700 (33.7%) ▼1,379 

移転事業費（億円） 2,174 641 (29.5%) ▼1,534 

建物被害額（億円） 536 180 (33.7%) ▼355 

災害廃棄物処理 

事業費（億円） 
161 56 (34.6%) ▼106 

総費用（億円） 2,872 877 (30.5%) ▼1,995 

図 3 移転対象建築物の抽出 

移転事業費用 

a) 建物の建設費

①住宅 9)10) 

住宅建設費=移転必要戸数×建設工事単価 [1] 

②公共施設 11)

公共施設建設費=復興事業公共施設建設費/変換係数α [2] 

b) インフラ整備費 12)

インフラ整備費=高台の道路面積×7.68 千円/m2/変換係数α [3] 

（α＝1.31 使用） 

c) 斜面地の宅地造成費 13)14)15) 

斜面地宅地造成費=震災前宅地造成費の平均×高台開発面積 [4] 

（震災前は H19-23 で算出） 

d) 移住跡地解体費 16)

移住跡地解体費=移転建物延床面積×各建物建設単価×0.074 [5] 

建物被害額 17)18) 

建物被害額=被災戸数×建設工事単価 [6] 

災害廃棄物処理事業費用 19) 

災害廃棄物処理事業費用=被災戸数×116.9t/棟×66,422.7 円/t [7]
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図 4 高台造成とインフラ整備の完了 

図 5 高台の建築物の建設完了 

図 6 移住跡地解体の完了 

(4) 段階的な事前高台移転（シナリオ B）の検討

a) 2段階の移転設定

シナリオ B は，シナリオ A よりも現実的である段階的

な事前高台移転を想定している．第 3 章でとりあげた事

前移転事例を参考に，以下のように 2段階に設定した． 

 まず，公共施設を先行的に移転させる．そのための高

台を優先的に造成し，公共施設を建設する．これを

Phase-1 とする．次に公共施設移転後，各区画の住宅を段

階的に移転させる．これを Phase-2とする． 

b) 住民人口の推移

シナリオ B は 20 年以上にわたる中•長期の移転政策と

も関連するため，人口減少を考慮した．実際の陸前高田

市の人口推移は東日本大震災の影響によって，2010 年度

から 2015 年度にかけて人口が急激に減少した．本シナリ

オでは，大津波が襲来するまでは東日本大震災以前

（2005-2010年度）の人口減少が一次関数的に進むという

仮定のもとで，移転対象となる区画内世帯数を設定し，

順次高台移転をすることにした．図 7 に国勢調査と推計

値（2015 年以降）に基づき作成した人口の推移を示す．

図 7 シナリオ Bで用いた人口の推移 
c) 大津波襲来の設定

陸前高田市の土地区画整理事業 13)を参考に、シナリオ

B を検討した（図８）結果、事前高台移転が完了するま

でに 22年 8か月と長い歳月がかかる．2011年東北地方太

平洋沖地震が発生してしまった今となっては，本シナリ

オは仮定の話でしかないが，この期間中に東日本大震災

と同規模の大津波が来る可能性もあったはずである．そ

こで，ある時期に大津波が発生すると仮定し，表 6 のよ

うに 6 つのケースを設定した．Case-1 から Case-6 にかけ

て津波襲来の時期が早まるようにしている．ここで各ケ

ースの被害量を算出し，被害軽減の効果を求めていく．

図 8 高田地区におけるシナリオＢの開始から完了までの時系列図 
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表 4 大津波発生時期の設定 

遅←
−−−→

早 

津
波
襲
来
時
期 

Case-1 全移転完了後 

Case-2 高台 4への移住完了直後 

Case-3 高台 2への事前移転完了直後 

Case-4 高台 3への移住完了直後 

Case-5 高台 7への事前移転完了直後 

Case-6 公共施設のみ移転完了直後 

d) 大津波襲来時の費用の算出

Case-1 は全ての住民が事前移転を終えたうえで，大津

波が発生するという設定である．それ以外の Case-2 から

Case-6 の設定では，段階的な事前移転の途中で津波が襲

来するため，事前移転を完了した住宅とそうでない住宅

が混在する．被災をするのは移転未完了の住宅であり，

そこに住んでいた被災者は皆生き残り，その後の復興時

に移転をするという設定としている．各ケースでは，津

波襲来時における事前移転と事後移転のための費用が計

上されている． 

e) 段階的な事前高台移転による被害軽減効果

以上を踏まえ，事前移転開始から大津波が発生するま

での日数と総費用および被災戸数の変化を図 9 に示す．

まず 22年 8 ヶ月を要しすべての移転が完了した後で津波

が来た場合（Case-1）は，727 億円の費用で済み，これは

東日本大震災の1/4程度の支出となる．それ以外の設定で

は，事前移転が進んでいるほど総費用を小さく抑えられ

ることが示されており，5年 2ヶ月と最も津波が早く襲来

する Case-6 でも 1,111 億円と東日本大震災時の 4 割弱の

支出であり，被災世帯も 678の減少となっている． 

 最後に Case-1 の実施可能性について言及したい．これ

は 22年 8 ヶ月をかけて予想津波浸水域内の住宅・公共施

設の移転を実施するものである．この移転事業費用は 1

年あたり 23.7 億円であり，市の平成 22 年度歳入金額は

120.89 億円 22）の 1/5 弱である．陸前高田市が受けた震災

後の復興交付金総額は 3,132億円（令和 3年 1月現在）で

あることを考慮すると，大津波による被害が見込まれる

地域における事前移転を一考する価値がある． 

図 9 移転開始から津波発生までの日数と総費用の変化 

6．まとめ 

 本研究では，事前移転に取り組んでいる自治体の事例

と課題を整理し，東日本大震災で甚大な被害を受けた陸

前高田市を対象とした事前高台移転のシナリオを作成し，

それに基づく被害軽減効果を明らかにした． 

 まず，津波避難対策特別強化地域における事前移転事

例から，①公共施設を先行的に移転させ，高台での住環

境整備後に住宅を移転させる傾向にあること，②年々事

前移転を検討・実施している自治体の数は増えているこ

と，③事前移転に対する住民の合意形成，移転事業費用

の捻出，地勢的な用地確保の難しさから，被災前の集団

移転の実現は困難なこと，が明らかになった． 

そして陸前高田市の復興事業を考慮した上で作成した

シナリオにより事前移転をした場合，東日本大震災によ

る総費用と比べ，2.5 割から 4 割程度の支出で抑えられる

ことが明らかになった．そして長期間かけて段階的に事

前移転をした場合，約1/4程度の自治体年度予算で事前高

台移転が可能であることを示した．

 現在，各地で地震や津波の被害想定が行われている．

そのために膨大なデータが用いられるが，想定どおりの

災害になることは極めて少ない．しかし，仮定の中でも

当該地域における巨視的な数値やそこで見えてくる災害

のイメージが具体化されることによって，地域防災計画

策定等に活かされていくという意義がある．本研究にお

いても，用いたデータの数や種類が限られており，その

想定もいくつかの仮定のうえで算出された結果である．

しかし，ここで事前移転の過程が時間的・経済的に定量

化されることにより大まかでもそのイメージを掴むこと

ができ，行政の立場からも住民の立場からも行動を起こ

すための一材料となることが期待される． 

なお図 2 のシナリオ C については今後の課題としたい． 
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